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１ 目的 

 携帯電話をはじめとする情報通信市場では、市場における事業者間の競争状況を評価（競争評価）

し、それに基づいて、多様な規制政策がとられてきたが、東日本大震災後も大規模広域災害時の事

業継続の在り方、地域コミュニティへの影響等については十分な配慮がなされていない。また、先

行研究では、地域コミュニティにおける地区防災計画づくりに当たって、ICT の活用が重要な鍵に

なっているとされるが、行政や通信事業者では、地域コミュニティとの連携に関しては十分な配慮

がされていない。そこで、本研究では、東日本大震災の教訓を踏まえ、経済法の観点から、地区防

災計画等地域コミュニティとの関係を踏まえた競争政策の在り方について考察を行う。                                                                                                                                                          
 

２ 方法 

 本研究では、①内閣府、総務省等の報告書、経済法及び情報通信関係の学術文献に関する調査の

ほか、②情報通信及び防災関係者に対するインタビュー調査を実施し、それらに基づき考察を行う。                                      
                                                                                                                       

３ 結果 

総務省は、携帯電話、固定電話、インターネット等各市場における競争評価に基づいて、各事

業者に対する規制を設けているが、従来の競争評価は、市場におけるシェアやその変化、ライバ

ル事業者の状況、サービス価格の動向、消費者の動向等に基づいて行われており、災害時の事業

の継続の状況やその可能性、事業者の地域コミュニティとの連携の状況や共助の可能性について

は、考慮されていない。 
 

４ 結論 

 地域防災力を高めるに当っては、事業者が防災計画・事業継続計画（BCP）を準備することが重

要だが、さらに、地域コミュニティの住民と連携して共助による防災活動を進めることが重要で

あるといわれており、地区防災計画制度を活用することが一つの方法である。 

事業者に求められているのは、災害が発生したときに、事業を継続できることだけではなく、

共助の観点から地域コミュニティと連携して住民と相互に助け合える事業者かどうかも早期復興

の観点からは重要である。新規事業者による市場参入を進め、市場を活性化させることは重要だ

が、日本は災害の多い国であり、日頃から共助の観点から災害対策に丁寧に取り組んでいる事業

者が、競争評価の際にも正当に評価されるべきであると考える。 

この点、事業継続計画（BCP）の分野では、国土交通省の地方整備局の競争入札等でそのような

要素を取り入れており、情報通信市場の競争評価とそれに伴う規制の在り方の検討に当たって

も、そのような要素を取り入れるべきであると考える。さらに、地区防災計画づくり等防災活動

を契機として地域コミュニティの活性化を進めるには、ICTの活用が重要な鍵となっており、各事

業者による地域コミュニティの活性化のための ICTを活用した取組についても積極的に評価し、

情報通信市場における新しい競争評価を構築すべきであると考える。                                   
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